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１．構造変化と蓄積

Pasinetti/Scazzieri(1987）は構造変化を次のように定義している。「産業革命以降の

近代経済システムのダイナミクスは次のことを示している。いくつかの基本量（例えば国

民総生産、総消費、総投資、総雇用など）の絶対水準の,恒久的変化は、その構成の変化、

すなわち構造変化を本来的にともなう。」

本論文で議論する構造変化は、最終需要の商品別構成の変化である。この構造変化は、

商品別労働生産性の変化が不均等であるという「定型化された事実」のもとでは、蓄積に

とって大きな意味を持つ。たとえば、労働生産性変化率が全商品に関して均等であれば、

その変化率がマクロレベルの労働生産性変化率と等しくなる。しかし、不均等であれば需

要の商品別構成変化の如何によって、マクロレベルの労働生産性変化率の動向は大きく異

なる。すなわち労働生産性上昇率が平均よりも大きい商品の構成比が拡大しつつある経済

においては、マクロレベルの労働生産性上昇率はしだいに高くなるだろう(Baumol(1967)，

Baumol/Blackman/Wolff(1985）参照）。

レギュラシオン理論においても、不均等な労働生産性上昇と最終需要の商品別構成の変

化は重要な位置づけを与えられている。Aglietta(1976)は、賃労働関係変容の研究の観点

の一つとして「第１部門の不均等発展、ならびに賃労働者の消費様式に占める商品割合の

膨張にともなう第Ⅱ部門内の社会的分業の深化という、二重の傾向を有する蓄積の矛盾的

発展」（邦訳p､９９）という観点を挙げている。不均等な労働生産性上昇として、Aglittta

は、第１部門の労働生産性上昇率が第Ⅱ部門を上回るということを想定している。また、

最終需要の商品別構成の変化としては、労働者の消費にあてられる商品の需要が全需要に

占める構成比が増大することを想定している。そしてこの「二重の傾向」が調和するとき、

すなわち「第１部門における生産性上昇が、第Ⅱ部門の拡大のなかにその販路を見いだす」

とき、「蓄積は加速的かつ規則的に進行するのである」（p､103)。さらにAgliettaは「第１

部門の不均等発展を促進する社会的条件と両部門の調和を可能にする社会的条件とは、本

来的には相互に独立しており、直接的には両立可能ではない」（P､８０)と述べている。

本論文の目的は戦後曰本の代表的な成長局面を対象に、不均等な労働生産性上昇と最終

需要の商品別構成変化（以下、「構造変化」はこの意味で使用する）とがどのように調和
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したかを数量的に検証することである。調和を保証した社会的条件の考察は行わない。

蓄積を条件づける重要な指標として、本論文で着目するのは、マクロレベルの労働生産

性'）と資本生産性2)である（以下、マクロ労働生産性、マクロ資本生産性と呼ぶ）。マク

ロ労働生産性上昇が加速しつつあるとき、およびマクロ資本生産性が上昇しつつあるとき、

蓄積にとって有利である。逆に前者が減速しつつあるとき、後者が低下しつつあるときは

不利である。後に示すように、日本の1960年代においてはマクロ労働生産性変化は加速傾

向にあったし、マクロ資本生産'性は上昇傾向にあった。そして1970年代以降は、両者の傾

向とも逆転し、前者は減速傾向となり、後者は低下していった。1960年代において、この

ような蓄積にとって有利な条件の形成に関して、不均等な労働生産性上昇と構造変化とは

どの程度寄与しているのかを検証する。また不均等な労働生産性上昇と構造変化とはどの

ように調和したのかについても考察する。

次の順序で分析を行う。Ⅱ節で計測の方法について述べる。Pasinetti(1973）の「垂直

的統合」を用いた多部門モデルを使用する。Ⅲ節では、マクロ労働生産性変化率に関する

計測結果を示す。Ⅳ節では、マクロ資本生産性に関する計測結果を示す。Ⅱ節のモデルに

おいては、商品別労働生産性変化と需要構成変化はともに外生的に与えられるものと仮定

され、相互に独立であるとされる。しかし、現実には商品別労働生産性はその商品の需要

量の影響を受ける。すなわち収穫逓増効果が存在することはよく知られている。また逆に

他の商品より労働生産性上昇が大きい商品は、その相対価格が低下するために需要量が増

大することも考えられる。Ⅱ節のモデルではこのような相互作用を無視している。したが

ってⅡ節のモデルおよびⅢ節、Ⅳ節の計測結果では、構造変化効果は狭く定義されている。

Ｖ節においては構造変化効果を広く定義する。商品別労働生産性変化率はその商品の需要

量変化率に比例するかたちで決定されると仮定する。すなわち、商品別労働生産性と商品

別需要量との相互作用のうち、一方向のみ（収穫逓増効果）をモデルに加える。Ｖ節では、

方程式体系に収穫逓増効果を追加することによって、商品別労働生産性を内生化したモデ

ルを用いて、マクロ資本生産性と構造変化との関連を検討する。

Ⅱ．計測の方法

われわれは、以下に述べるようにPasinetti(1973）の垂直的統合という手続きによって、

産業連関表から、各商品ｌ単位の生産に直接的間接的に必要な労働量り（いわゆる価値ベ

クトルである）を算出する。

まず、記号法は次のとおりである。

1）通常、レギュラシオン・アプローチのマクロモデルにおいては、フォーディズム期のマクロ労働生産

性上昇の加速要因としては、規模の経済性（カルドア・フェルドーン効果）や技術革新の導入が重視され

る（Boyer/Coriat(1978)）。しかし厳密に言えばこれらは個々の部門別あるいは商品別労働生産性変化を

規定する要因である。

2）本論文では資本生産性は価値タームで表現されるが、価格タームでは資本生産性は利潤率の高まりう

る上限界を示す。価値タームの資本生産性の逆数がOkishio(1961）のいう「生産の有機的構成」、すなわ

ち、死んだ労働と生きた労働との比率である。マルクスが「利潤率の傾向的低下法則」を論証しようとす

る際の前提となっているのは、「生産の有機的構成」の傾向的な高度化であるとOkishioは述べている。

－５４－



、列ベクトルＸ＝[Ｘｉ]，！＝１，２，……，?z'はある年に生産される商品１，商品２，…

…商品,7zの物的数量を表す。同様に列ベクトルＹは諸商品の物的純生産物を表す。Ｙは最

終需要であり、国内需要Ｄと輸出Ｅの和である。列ベクトルＳはＸを生産するために資本

ストックとして必要な諸商品の数量を表す。

、スカラー１Ｖは経済システムによって必要とされる労働量を表す。行ベクトルα川は産業

連関表でいう「労働力投入係数」である。その第ノ要素は第ノ産業で’単位を生産するの

に必要な労働投入量を表す。

・正方行列Ａは資本の投入係数行列である。Ａの第j列は第ｊ産業で当該商品ｌ単位を生

産するのに流動資本および固定資本ストックとして必要な諸商品量をあらわすベクトルで

ある。流動資本の投入係数をＡ(Ｃｌ、固定資本の投入係数をＡ(Fノとすると、Ａ－Ａ(c)＋

Ａ(Fノである。Ａに)が産業連関表でいう「投入係数マトリックス」にあたる。また第／固

定資本ストックはすべての産業で一定割合６ｉで毎年生産プロセスから消失すると仮定

する。６をその主対角線上に６２を持つ対角行列とすれば、毎年使い果たされる資本財ス

トックを表すＡｅ＝Ａ(cﾉ＋８Ａ(Fノを定義できる。

経済システムの数量方程式は、次の３つの式であらわされる。

（Ｉ－Ａｅ)Ｘ－Ｙ （１）

Ｚα"－ＪＶ （２）

ＡＸ－Ｓ
（３）

労働力投入係数に、レオンチェフ逆行列を乗じたα"(Ｉ－Ａｅ)-1は最終生産物ｌ単位を

得るために直接、間接的に必要とされる労働量を表すことはよく知られている。そこで、

この労働量をＵとして、

Ｕ￣α"(Ｉ－Ａｅ)－１（４）

と定義する。Ｄも行ベクトルである。

商品１単位当り必要労働量の低下率が、労働生産性上昇率であるから、労働生産性上昇

率兀（ベクトル）は次のように表される。

刀＝－log(u`+,／ｕ(）

マクロ労働生産性上昇率ｐ（スカラー）は、各商品別の労働生産性上昇率を集計した値

である。集計方法として離散型ディビジア指数を用いると、ｐは次のように定義される。

ｐ一元β（５）

ここでβ＝（β`＋β【+,）／２である。（β【はｔ期の最終需要の商品別構成比である。

すなわち、β`＝Ｙ〔／ＺＹ`）

（５）式に基づいて、マクロ労働生産性上昇の加速に関する要因分解を次のように行う

ことができる。（」は当期と１期後との差を表す。たとえばｊｐ＝ｐ‘＋１－D）

」β二元(」β)＋(｣r)β（６）

（６）式右辺の第１項が最終需要構成比の変化が及ぼす効果(以下、構造変化効果と呼ぶ。）

であり、第２項は商品別労働生産性上昇が及ぼす効果（以下、商品別生産’住変化効果と呼

ぶ。）である３)。

3）以上の要因分解の方法はWolff(1985）に基づいている。
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次にマクロ資本生産性を定義しよう。産出高をｙ、利潤をＲ、総投下資本をＫとすると、

価格タームの利潤率（Ｒ／Ｋ）は、利潤シェア（Ｒ／y）と資本生産性（y／Ｋ）の積で

あらわすことができる。資本生産性（y／Ｋ）は利潤率の高まりうる上限界である。産出

高ｙ、資本Ｘは価格タームであるが、それぞれを投下労働量で表現しよう。ｙに投下され

ている労働量は総労働量〃に等しい。また資本ｘに投下されている労働量をｃであらわす。

価格タームの資本生産性（ｙ／Ｋ）は、価値タームの資本生産性｣V／Ｃに近似的に等しい。

本論文では価値タームの資本生産性１Ｖ／ｃの変化の方向に着目する。

（１）（２）より

α"(Ｉ－Ａｅ)-ｌＹ－ｊＶ

（４）を代入するとｗ－１Ｖ （７）

また、Ｈ＝Ａ(Ｉ－Ａｅ)-1

と定義する。Ｈは加行加列の行列であるが、その第／列は、最終生産物ｉを’単位得るた

めに資本ストックとして直接、間接的に必要とされる諸商品をあらわすベクトルである。

この行列に左からＵを乗じたものをＵＡと定義する。

ＵムーＵＨ－Ｍ(Ｉ－Ａｅ)-１（８）

りんも行ベクトルであり、その第/要素は最終生産物ｉを’単位得るために直接、間接的

に必要とされる資本ストックに投下されている労働量を表す。

（１）（３）より

Ａ(Ｉ－Ａｅ)-1Ｙ＝８

Ｍ(Ｉ－Ａｅ)-1Ｙ－ＵＳ

（８）を代入するとＤＡＹ＝Ｕｓ （９）

Ｕは最終生産物’単位を得るために直接、間接的に必要とされる労働量を表す行ベクト

ルであり、ｓは資本ストックとして必要な諸商品の数量を表す列ベクトルであるから、

Ｕｓは、総資本ストックに投下されている労働量ｃに等しい。

（７）（９）より、マクロ資本生産性は次のようにあらわされる。

ｊＶｕＹ

ＣｕﾙＹ

分母、分子をベクトルＹの単純合計で除すると、分母は各商品のＵ偽を各商品の最終需

要で加重平均した万胸になり、分子は各商品の、を各商品の最終需要で加重平均した万に

なる。

ＪＶＤβＵ
（10）

ＣＤ&β▽ん

（,｡）式から、万蝿が万よりも急速に減少していく場合はマクロ資本生産'１生が上昇し、逆

の場合は低下することがわかる。

マクロ資本生産性の変化率を以下のように要因分解する。（・ドットは変化率を示す。）
■Ｏ

[g]-[鵲］
－（Ｕβ）－（UAβ）
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～（」Ｄ)β＋、(」β）（JUA)β＋りん(jβ）

ＵβＵＡβ

＝(zﾉ／万一りた／ラム)ｊβ＋」Ｕ(β／万)－JUA(β／ラム） （11）

この式の右辺の第１項が需要構成の変化が及ぼす効果（以下、構造変化効果と呼ぶ。）

であり、第２項と第３項は、Ⅲと1/との格差が及ぼす効果（以下、生産性格差効果と呼

ぶ。）である。

|||・構造変化がマクロ労働生産'性に及ぼす効果

表ｌは経済企画庁『国民経済計算』から算出したマクロ労働生産性上昇率の推移である。

1955年から70年にかけて労働生産性上昇は加速し、1965-70年に最高値８．６％に達した。

70年代前半に大きく減速し、上昇率はほぼ半減する。７０年代以降はゆるやかに減速しなが

ら、比較的安定的に推移している。

本論文が分析対象として取り上げる期間は、1960-70年と1975-85年である。1960年代

は高度経済成長の中心的時期にあたり、労働生産性上昇の最も大きな加速が見られた。一

方、1975-85年においては、労働生産性上昇はゆるやかに減速していくが、輸出の拡大な

どに支えられ、日本経済は「安定成長」していった時期である。この２つの期間に関して、

前節で述べた方法を用いて、マクロ労働生産性とマクロ資本生産性に関する要因分解を行

う。

分析の焦点は構造変化の寄与がどの程度あるかという点におかれる。

これに加えて、マクロ労働生産性に関する要因分解は、1965-75年についても行う。こ

の期間は労働生産性上昇率が半減した時期を含む。構造変化は生産性上昇減速の一因であ

るかどうかを検証するの。

表１マクロレベルの労働生産性上昇率

(出所）経済企画庁『長期遡及主要系列国民経済計算報告」1991年から算出した。

労働生産性＝実質ＧＤＰ／就業者数

4）1960-70年の分析には行政管理庁他『昭和35-40-45年接続産業連関表』等を使った。

また1965-75年については、『昭和40-45-50年接続産業連関表』等、1975-85年については『昭和50-

55-60年接続産業連関表』等を使った。データソースと加工の詳細は、宇仁(1992）の付録を参照された

い。
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表２マクロ労働生産i性上昇の加速・減速の要因分解

(注）刀（」β）と（」刀）βの算出方法として、』の付かない方の変数の値に、前半期

の値を採用する方法と、後半期の値を採用する方法の２つがある。ここではその両方

を算出して単純平均をとった。

表２は前節の（６）式による要因分解の結果を示している。第1行目は1960-70年を前

半、後半に分け、この２つの期間のマクロ労働生産性上昇率（ディビジア指数を用いて算

出）の差0.0249を、要因分解している。生産性上昇の加速0.0249は、構造変化効果による

分0.0073と、商品別生産性変化効果による分0.0175に分解される。構造変化の寄与は約３

割である。

第２行目は1975-85年の要因分解の結果である。この期間に関しては、前半から後半に

かけてマクロ労働生産性上昇率は0.0011減少した。商品別生産性変化効果は-0.0028であ

り、マクロ労働生産性上昇率を減少させている。一方、構造変化効果はプラスであり、マ

クロ生産性上昇率を増加させる方向に作用している。しかしその大きさは0.0017であり、

商品別生産性変化効果を、完全に相殺できない。

以上のように、1960-70年と1975-85年とも、構造変化効果はマクロ労働生産性上昇を

加速させる方向に作用している。しかもその大きさは、商品別生産性変化効果よりは小さ

いが無視できない大きさである。1960年代の高度成長期におけるマクロ労働生産性上昇の

加速に関して、構造変化効果は約３割の寄与が認められる。また、７５年以降の安定成長期

には構造変化は、商品別生産性上昇の減速の効果を緩和する働きをした。このようにマク

ロ労働生産性上昇という蓄積にとって重要な条件を確保することに関して、構造変化の果

たす役割はかなり大きいといえる。

次に、マクロ労働生産性上昇の減速局面における構造変化の役割を検討しよう。表２の

第３行目は、マクロ労働生産性上昇が大幅に減速した1970年代前半を含む1965-75年に関

して要因分解した結果である。マクロ労働生産性上昇の減速はかなり大きいが、その大部

分は商品別生産性変化効果がもたらした減速である。構造変化効果はプラスの値を示して

いるが、商品別生産性変化効果のマイナスの値と比べると、無視できるほど小さい。７０年

代前半のマクロ労働生産性上昇の大幅な減速は、第２次大戦後の高度成長を支えた蓄積体

制を崩壊させた要因の一つとして解釈される。このマクロ労働生産性上昇の減速は、構造

変化に起因しているのではなく、商品別生産性上昇率の低下に起因している。
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1年当り生産性上

昇率の増加分Ｊｐ

構造変化効果

汀 (」刀）

商品別生産性変化

効果（」汀）β

効果の

合計

1960-70年

'975-85

1965-75

0.0249

-０．００１１

－０．０８１９

0.0073

0.0017

0.0013

0．０１７５

-0.0028

-0.0833

0.0249

-０．００１１

－０．０８１９



日本の労働生産性上昇率の低下に関する以上のような結論は、米国に関する同様の分析

結果と一致している。Wolff(1985）は、本論文とほぼ同じ方法(WolffはMarxianlabor

valueframeworkと呼んでいる）で、米国の1947-76年を分析している。1967年を境に前

半後半に分けて、前半から後半にかけてのマクロ労働生産性上昇の減速-0.0211を要因分

解している。その結果によると、構造変化効果（WolffではRealShareEffect)はその4.2

％にあたる-0.0009、また商品別生産性変化効果（WolffではTechnicalChangeEffect）

は78.5％にあたる-0.0166の寄与が認められる`)。このように、米国においても蓄積体制

崩壊を導いたマクロ労働生産性上昇率の低下は、構造変化に起因するのではなく、商品別

労働生産性上昇率の低下に起因している。

次に、構造変化効果をさらに国内需要と輸出の効果に分解しよう。最終需要Ｙは、国内

需要しと輸出Ｅの和であるから、

β【＝Ｙ１／ＺＩＧ＝Ｄ(／ＺＹ１＋Ｅ(／二Y）

右辺の第１項をβ､、第２項をβＥと表すと、構造変化効果は、次のように国内需要の構造

変化効果と輸出の構造変化効果とに分解できる。

元（」β）＝元（」β､)＋元（」βE）（12）

表３国内需要と輸出の構造変化効果

表４国内需要構成比の増減が大きい商品

第３位 第４位第１位 第２位

増加建設商業輸送機械般機械

減少食料品公務教育医療農林水産業

増加教育医療電気機械一般機械サーヒス業

減少建没食料品農林水産業運輸

表３は、（12）式を用いて、1960-70年と1975-85年の構造変化効果を分解した結果を

示している。1960-70年に関しては、国内需要の構造変化効果の方が、輸出の構造変化効

果よりも大きい。逆に1975-85年に関しては輸出の構造変化効果の方が大きく、国内需要

構造変化の効果は非常に小さくなっている。

5）ただし本論文ではβは実質額構成比であるが、Wolff(1985）では名目額構成比である。

したがってWolffの分析では３つ目の要因として名目額構成・実質額構成比率の及ぼす効果(Priceeffect）

17.3％が加えられている。

－５９－

構造変化効果計

汀 (」β）

国内需要の構造変化効果

元（ｊβ､）

輸出の構造変化効果

元（」βＥ）

年０
５

７
８

’
’

０
５

６
７

９
９
１
１

0.0073

0.0017

0.0052

0.0004

0．００２１

０．００１３

第１位 第２位 第３位 第４位

1960-70年 増加

減少

建設

食料品

商業

公務

輸送機械

教育医療

般機械

農林水産業

1975-85 増加

減少

教育医療

建設

電気機械

食料品

般機械

農林水産業

サービス業

運輸



したがって、1960年代の高度成長期には主として国内需要の構造変化がマクロ労働生産

性上昇の加速に寄与したといえる。また75年以降は、主として輸出需要の構造変化が、マ

クロ労働生産性上昇の減速を緩和したといえる。

国内需要の構成比はどのように変化したのだろうか。表４はこの２つの期間において、

構成比の増減が大きい商品を順に挙げている。1960-70年については、構成比が大きく増

加した商品の上位４つはいずれも労働生産性上昇率が平均以上である6)。また構成比が大

きく減少した商品の上位４つはいずれも労働生産性上昇率が平均以下である。このように

1960年代においては労働生産性上昇率が比較的高い商品の需要構成比が拡大し、労働生産

性上昇率が比較的低い商品の需要構成比が縮小した。明らかに、このような国内需要構造

の変化は、マクロ労働生産性上昇率を加速させる効果を持つ7)。

一方、1975-85年については労働生産性上昇率が平均以下である「教育・医療」が、需

要構成比を大きく増加させている。1960-70年には「教育・医療」の構成比は低下してい

た。「教育・医療」の趨勢のこのような変化は、1975-85年において国内需要の構造変化

効果が小さくなった一因である。

1975-85年において輸出の構造変化効果が大きい理由は、日本の機械製品の輸出が飛躍

的に拡大し、輸出全体に占める機械（一般機械、電気機械、輸送機械、精密機械）の構成

比が高まったからである。しかも'975年以降も機械の労働生産性上昇率は平均以上を維持

していた。

この節で述べたことをまとめておこう。1960-70年、1975-85年とも、構造変化はマク

ロ労働生産性上昇を加速させた。1960-70年については国内需要の構造変化の効果が大き

い。この時期、労働生産性上昇率が比較的高い商品の国内需要構成比が増大した。一方、

1975-85年については輸出の構造変化の効果が大きい。この時期、機械輸出が増大し、し

かも機械は労働生産性上昇率が比較的高かった。また、７０年代前半に起きたマクロ労働生

産性上昇率の大幅な減速に関しては、構造変化はその原因ではない。

１V・構造変化がマクロ資本生産性に及ぼす効果

Weisskopf(1979）の方法で1958年から86年の期間で曰本の非金融法人企業について、利

潤率に関わる各要因の変化率を求めると表５のようになる8)。

利潤率は、低下と上昇を繰り返している。利潤率の大きな上昇がみられるのは、第２～

第３循環である。第３循環は「いざなぎ景気」とよばれる57カ月にわたる景気拡大を含ん

6）各商品の労働生産性上昇率については宇仁(1992)の表２に記載している。

7）1960-70年において建設需要が拡大した原因は企業の設備投資にあるのか、家計の住宅建設なのか、

また、機械需要が拡大した原因は企業の設備投資にあるのか、家計の耐久消費財購入にあるのかという問

題は興味深いテーマである。しかし、とりわけ投資需要が景気循環によって大きく変動するために、５年

毎の産業関連表を使う分析では、このテーマは扱うことができない。

8）経済企画庁『国民経済計算年報』から算出した。利潤額は「国民所得および国民可処分所得の分配」

表の国民所得から雇用者所得と個人企業と金融機関の企業所得を減じた値、また資本額は非金融法人企業

の「期末貸借対照表勘定」の在庫と純固定資産の合計値である。産出高は国民所得から、政府と金融機関

に関わる雇用者所得および個人企業と金融機関の企業所得を減じた値である。Weisskopfはさらに資本生

産性（ｙ／Ｋ）を、稼働率（ｙ／ｚ）と生産能力・資本比率（ｚ／Ｋ）とに分解しているが、本論文では

行っていない。
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でいる。そして第２～第３循環の利潤率上昇に関しては、利潤シェアの上昇と並んで資本

生産性の上昇も大きく寄与している。この1960年代における資本生産性の上昇は、「生産

の有機的構成」の低下を表す。これは、「生産の有機的構成」の傾向的な高度化というマ

ルクスの前提がこの期間については覆ったことを意味する。

表５日本非金融法人企業の利潤率等の変化率（単位：％）

利間シェア 資本生産

(出所）経済企画庁『国民経済計算年報』より算出。

(注）第１循環は1958年第Ⅱ四半期から62年Ⅳまで、第２循環はそれから65年Ⅳまで、

第３循環は71年Ⅳまで、第４循環は75年Ｉまで、第５循環は77年Ⅳまで、第６

循環は83年Ｉまで、第７循環は86年Ⅳまで。

表６マクロ資本生産性の推移

（出所）行政管理庁他『接続産業連関表』等より算出。

(10）式に基づいて、マクロ資本生産性および万と斑を算出すると表６のようになる。

1960年から70年にかけて、マクロ資本生産性は上昇し、1975年以降、低下したことがわか

る。1960年代においては、石たが万よりも急速に減少したことが、マクロ資本生産性の上

昇をもたらした。逆に1975年以降においては、万が万ルよりも急速に減少したことが、

マクロ資本生産性の低下をもたらした。

－６１－
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表７マクロ資本生産性変化率の要因分解

マクロ資本生産性の1960年代における上昇と、1970年代以降の低下に関して、構造変化

はどのような影響を及ぼしているのか。表７は（11）式を用いた要因分解の結果を示して

いる。1960年代の10年間でマクロ資本生産性は13％上昇した。これはもっぱら生産性格差

効果の作用である。構造変化効果は－５．５％を示し、マクロ資本生産性を低下させる方向

に働いている。1960年代においては、鉄鋼や化学製品、機械など資本装備率が高い産業の

商品の構成比が増大していったことが背景にある。もし生産|生格差効果が働かなかったと

すれば、マルクスが想定したように、資本生産性は低下し、生産の有機的構成は上昇した

かもしれない。しかし、この時期には５Aが万よりもかなり急速に減少したためにマクロ

資本生産性は上昇した。

また、1975年以降は、生産性格差効果は1960年代とは逆にマクロ資本生産性を低下させ

る方向に作用している。一方、構造変化効果はほとんどゼロである。構造変化効果が小さ

くなった原因としては、1975年以降、機械需要は伸び続けるが、鉄鋼や化学製品の構成比

は低下していったこと、および比較的、資本装備率が低いサービス産業が構成比を高めた

ことが挙げられる。

Ｖ，収穫逓増と不均等需要成長とをともなう場合

Ⅳ節の結果から、マクロ資本生産性に対して作用する構造変化の影響は逆方向であるか、

非常に小さいということがいえる。マクロ資本生産性の変化方向を規定していのろは万と

５Aの変化率の差、すなわち生産性上昇率格差であるというのが前節の結論である。しか

し次の点に留意する必要がある。Ⅲ節、Ⅳ節の計測に用いられたモデルにおいては、商品

別労働生産性変化と需要構成変化はともに外生的に与えられるものと仮定され、相互に独

立であるとされていた。したがって構造変化効果は狭く定義されていた。本節ではこの仮

定をはずす。すなわち、本節においては、商品別労働生産性変化率はその部門の需要量の

変化率に比例して増減するという収穫逓増を仮定して、考察を進める。このように方程式

体系に収穫逓増効果を追加することによって、商品別労働生産性変化率を内生化すると、

前節の結論は大きく変わる。以下に述べるように、マクロ資本生産!'生の変化の方向は、固

定資本ストックとして多く使われる財の需要成長率が全需要の平均成長率を上回るかどう

かによって決定される。まず最初に因果連関を記述的に述べる。次に付録で詳述している

２商品モデルから得られる結果を要約して述べる。

収穫逓増がある場合、万ﾙが万よりも急速に減少する因果連関については、次のように

考えられる9)。ＵＡ－ＵＨであるが、、の変化と比べるとＨの変化は大きくない。りんの変

9）ｖｋがｖよりも急速に減少する因果連関については、宇仁(1993）において、より詳しく述べている。

－６２－

10年間変化率 構造変化効果 生産性格差効果 効果合計

1960-70年

1975-85

13.0％

-13.5

-5.5％

0.3

１９．１％

-13.9

13.6％

-13.7



化に大きな影響を及ぼすのは〃ではなく、Ｕの変化である。しかも、次に述べるようにベ

クトル、の要素のうち、一部の特定の要素が特に大きな影響を及ぼす。行列Ｈの第／列は、

最終生産物ｉをｌ単位得るために資本ストックとして直接、間接的に必要とされる諸財の

量をあらわすベクトルであるが、その諸要素のうち大きな値をとるのは固定資本ストック

として多く使われる財であり、その大部分を占めるのは「一般機械」「電気機械」「輸送

機械」「建設」である。すなわち、「一般機械」「電気機械」「輸送機械」「建設」の労

働生産性上昇率ｍが、りんの低下率を大きく規定する。したがって、機械と建設の労働生

産性上昇率が、全商品の平均労働生産性上昇率よりも大きい場合、万Aが、万よりも急速

に減少し、マクロ資本生産性は上昇するだろう。

商品別労働生産性上昇率冗iに大きな影響を及ぼすのは、各商品の最終需要成長率であ

る。最終需要量が大きく増加すると、規模の経済性にもとづき、労働生産性上昇率冗ｉも

大きくなる。実際に、商品別労働生産性上昇率、を、商品別の最終需要実質成長率αiに

回帰させると、汀＝0.48α＋０．０２（ｔ値＝12.0）、決定係数＝0.593となる（詳細は宇仁

(1993)参照）。

表８最終需要成長率と労働生産性上昇率の推移（単位：％）

（出所）最終需要成長率は行政管理庁他『接続産業連関表』より算出。

表８に示すとおり、1960年代においては、需要成長率と労働生産性上昇率とも、機械・

建設の値は、全商品平均値をかなり上回っている。機械・建設の平均以上の需要成長が機

械・建設の労働生産性上昇率を平均以上に高め、その結果、マクロ資本生産性が上昇した

と考えられる。一方、1975年以降においては、機械輸出の拡大に支えられて機械の需要成

長率は平均以上であるが、建設の需要成長率が平均以下に低下してしまった。

以上、述べてきたことをまとめると、需要構成変化とマクロ資本生産性変化とをつなぐ

次のような因果関連が描ける。

機械・建設の需要が平均よりも大きく成長

→機械・建設の労働生産性が平均よりも大きく上昇

→ＶルがＶよりも急速に減少→マクロ資本生産性の上昇

この因果関連は、収穫逓増と需要の不均等成長を定式化した２商品モデルを用いて、数

学的に導くことができる。このモデルでは、機械・建設が第１商品、その他の財が第２商

品に分類される。第１商品の最終需要成長率は第２商品のそれを上回ると仮定し、各商品

の労働生産性上昇率は各商品の最終需要成長率に比例すると仮定する。
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1年当り最終需要成長率 1年当り労働生産性上昇率

機械 建設 全商品平均 機械 建設 全商品平均

1960-65年

1965-70

1３．０

２２．７

1１．８

１２．７

8．６

1１．２

9．１

1２．９
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10.5

6．１
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1975-80年

1９８０－８５

1０．０

8．３

2．０

０．２

4.2

3.4

7．１

５．０

0．８

２．３

2．６

２．５



このような前提から数学的に導かれる帰結の詳細は付録において記しているが、その概

要は次の通りである。初期時点における機械・建設の資本集約度がその他の財のそれを下

回り、かつ、機械・建設の需要成長率がその他の財の需要成長率を上回る場合、マクロ資

本生産性は初期時点から数期間にわたって、上昇する。

このように収穫逓増を導入して労働生産性変化率を内生化すると、マクロ資本生産性の

変化の方向は、固定資本ストックとして多く使われる財の需要成長率が全需要の平均成長

率を上回るかどうかによって影響される。マクロ資本生産性は利潤率の上限を意味する。

不均等な需要成長という構造変化は、利潤率の上限という蓄積にとって重要な条件を決定

づける一因である。

Ⅵ．おわりに

商品別労働生産性変化と需要構成変化はともに外生的に与えられるものと仮定し、構造

変化効果を狭く定義したⅢ節の分析において、次の結論が得られた。労働生産性上昇率の

高い商品の需要の構成比を高めるような構造変化は、マクロ労働生産性上昇を加速させる。

日本の1960年代に国内需要に関して生じたのは、このような構造変化であった。このよう

にマクロ労働生産性上昇を加速させる効果を持つ構造変化は1975年以降、輸出に関しても

生じた。

しかし、構造変化効果を狭く定義したⅣ節の分析においては、1960年代における構造変

化はマクロ資本生産性を低下させる方向に作用した。一方、収穫逓増効果を導入して構造

変化効果を広く定義したＶ節のモデルでは、機械・建設需要の構成比を高めるような構造

変化がマクロ資本生産性を上昇させることが明らかになった。おそらく真実は狭義の定義

による結論と広義の定義による結論の中間にあるだろう。すなわち、需要変化が労働生産

性上昇率を完全に決定するのでもなく、また両者はまったく独立でもなく、部分的な影響

を相互に及ぼしあうというのが真実であろう。仮に、部分的に影響するという関係のもと

でも、機械・建設需要の構成比を高めるような構造変化がマクロ資本生産性を上昇させる

という結論がある程度維持されるなら、次のようなことがいえる。

機械・建設の労働生産性上昇率を平均以上に維持しながら、機械・建設需要の構成比を

高めていくならば、マクロ労働生産性上昇の加速およびマクロ資本生産性の上昇が同時に

生ずる。蓄積にとって極めて有利なこのような条件が、1960年代の曰本において、国内需

要の構造変化によって形成された。また、日本は1975年以降、輸出において機械への特化

を強めていくが、この75年以降の輸出の構造変化も、蓄積に対して60年代と同様の効果を

ねらったものである。しかし輸出は国内需要より規模が小さいこと、建設に関しては労働

生産性上昇も需要拡大も停滞したことによって、その効果は限定的なものにとどまった。
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付録需要の不均等成長と収穫逓増をともなう２商品モデル

機械および建設を第１商品とし、その他の商品を第２商品とする。固定資本ストックと

して使われるのは第１商品のみであると仮定する｡各商品の最終需要をj'一|;非する。
各商品１単位の生産に直接的間接的に必要な労働量をＵ＝［Ｕ，Ｕ２］とする。また、

第１商品をｌ単位得るために固定資本ストックとして直接的間接的に必要とされる第１商

品の数量をｈ，、第２商品をｌ単位得るために固定資本ストックとして直接的間接的に

必要とされる第'商品の数量をＬとしてＨ－ｌ洲|と定義する｡簡単化のために
ハ,、ｈ２は、時間を通じて一定であると仮定する。後にこの仮定は緩められる。

マクロ資本生産性は次のように表すことができる。

ｊＶＵｙＺﾉ,ｙ，＋Zﾉ2ル
ー＝＝￣＝＝￣￣￣

ＣＵＨｊノノケ,Zﾉ,ｙ,＋h2Ulh
（１）

各商品の最終需要の成長率をα１，α２とし、初期値をｙ,｡、,此oとすると、最終需要は時間

′の関数として次のように表すことができる。

ｙｌｚ－ｙｌＯｅａ１ｔｙ２ｒ－此Ｏｅａ２ｔ （２）

zﾉ'、Ｕ２の初期値をｚﾉ10、Ｕ２ｏとする。また、収穫逓増効果の大きさをαで表し、Ｕ,、Ｕ２

の変化率を－αα１，－αα２と表す。α＞０であり、労働生産性上昇率はαα，、αα２

で表される。Ｕ１，Ｕ２は時間ｒの関数として次のように表すことができる。

Ｕ１ｚ－Ｕ１０ｅ－ａａ１ｒＵ２ｔ－Ｚﾉ２０ｅ－ａａ２ｔ （３）

ここで、総労働量の商品別分割比率〃ハ総固定資本ストック量の商品別分割比率”を次

のように定義する。

Ｕ２ｚｙ２ｒＵ２０ルＯＢ（１－α）（α２－α1）ｔ〃Ｚ－

Ｕ１ｒｙｌｒ Ｄ１ｏｙｌｏ

ハ２ｙ２０ｅ（α２－α1)ＺＡ２ＪＶ２ピ

川＝Ａ１ｙ１ｔ －Alｙ１ｏ

(1)式に、（４）（５）式を代入すると、

(４）

(５）

Ⅳ
’
○

ｌ＋〃ｔ
－

ｌ＋川

１
－

A，
(６）

時間ｔに関する（６）式の微分を求めると、

ナ[き]＝(…圖)(…+川十川-噸'）Al（ｌ＋川)z

いくつかのケースについて（７）式の符号を検討しよう。

(７）
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まず､…｡かつ.>'のｹｰｽにおいては、券[割>＠となる｡すなわち、
マクロ資本生産性は時間を通じて上昇していく。

次に、α，＞α２かつ０＜α＜ｌのケースを検討しよう。各商品について資本集約度

一Ｌ－ｈＬが定義できる。‘＝０の時点において第１商品の資本集約度の方が第
Ｕ１ｔＵ２Ｚ

２商品のそれよりもﾉI､さいと仮定する。この場合、初期時点では容易にわかるように

券巴］ｍ‘＞〃である。そしてα"'〃【＋α"ｔ＋川一〃,＞０であり、 ＞０である。

しかし、この場合、マクロ資本生産性の上昇はいつまでも続くわけではない。時間を通

じて〃‘も、‘も減少していくが、Ｏ＜１－α＜１であるから、（４）（５）式を比較すれば

わかるように、〃’のほうがｍｌよりも減少率が小さい。したがって、いずれ〃(が”tを上

回るときが来る。それに続いてα，，Ｍ‘＋α"ｒ＋伽一〃‘＜０となるときが来る。このと

き以降、マクロ資本生産'性は低下していく。

次にαの果たす役割について考えてみよう。αは収穫逓増効果の大きさを表す。αが大

きければ大きいほどα''Ｍ１＋α"‘＋川一〃‘＜０となる時期、すなわち、マクロ資本

生産性が上昇から低下に転じる時期が遅くなる。いいかえるとマクロ生産性上昇局面が長

く続く。以上のケースにおいては、αは時間を通じて不変と仮定されていた。しかし、実

際には、外生的な影響により、αの水準が低下するケースも考えられる。このようなケー

スでは、その時点からマクロ資本生産性の低下が始まるということもありうる。

また、α，＞α２かつ０＜α＜ｌのとき、

[各Ｈ了
１＋０ １̄

ん，

Ｊｉｍ
'一・つ

(８）
１＋０

したがって、固定資本ストックとして使われる商品の需要成長率α，が、その他商品の

需要成長率α２を上回る場合、0期から数期間は資本生産性は上昇していくが、数期間後

には反転し、１／〃】をめざして低下していく。このケースの数値例を図示すると次のよ

うになる。

図１α’＞α２かつ０＜ａ＜１の場合のマクロ資本生産性の推移
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次にル’、Ａ２は、時間を通じて一定であるという仮定を緩めよう。ノケは物量単位で測っ

た資本産出比率に相当する。労働生産性の上昇が、資本産出比率の増大をともなうケース

を考察しよう。ムの上昇率は労働生産性上昇率αα，、αα２に比例すると仮定する。初期

値をＡｌO'、h2Oで表し、６を正の定数とすると、ｈ，、ｈ２は次のような関数で表現でき

る。

ノカ’＝ｈ１０ｅ６ａ１Ｚｈ２＝ｈ２Ｏｅ６ａ２ｔ （９）

これを用いて、マクロ資本生産性の時間に関する微分を求めると、次のようになる。

芳間-と｡J(…+川十６Ｍ+伽`+…） （10）
Ａ１（１＋川)２

（10）式と（７）式を比較すると、分子の第２番目の括弧内において、６？"ハ＋６刀乢

が加わっている。この分だけ、マクロ資本生産性が反転する時期が遅くなる。また、資本

深化のテンポを表す６が大きければ大きいほど、マクロ資本生産性の反転時期が遅くなる。
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